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【はじめに】　平成30年度診療報酬改定では、入院前からの患者支援を推進する入院時支援加算が新設され

た。この条件には入院時業務や各種スクリーニングの外来シフトをはじめ持参薬確認の外来実施等病院情報シス

テム（以下 HIS）の改修や運用変更を必要とする。今回、本加算算定に向け HISを有効活用した運用を検討し開始

したので報告する。【方法】長崎大学病院の HISは NEC社製 MegaOak HR。本院は2009年より入退院セン

ター（以下 MSC）を設置し、入院説明の標準化・一元化と退院支援危険因子や栄養状態等のスクリーニングおよ

び患者基本情報問診と入力の外来実施および入院時の持参薬確認と HIS入力を行ってきた。このため多職種関係者

にて算定要件を検討し MSCでの運用を変更し HIS機能を最大限に利用した書類準備と運用を検討した。【結

果】入院時支援加算の要件は外来時点で入院中の治療内容や療養計画説明に加え、患者基本情報の入力、褥瘡危

険因子と栄養状態の評価、持参薬の確認、入力、入院中の治療や検査および入院生活の説明、退院困難要因の評

価が必要である。このため MSCで実施していた外来時点での患基本情報入力、栄養状態および退院支援危険因子

に加え、褥瘡評価を加えた統一のスクリーニングシートを電子文書として作成した。また、持参薬確認は入院前

の別日に予約対応とし、来院患者の集中他医悪として入院説明も別日の予約対応とした。一方、医師による入院

中のイベント説明の有無、看護師等への伝達事項、 MSWや栄養士等多職種関与の依頼および実績記録のため入院

依頼シートを紙媒体で用意した。【結果と考察】平均入院日数が年々短縮し、入退院数が激増する中、入院時業

務負担が増えているが、本取組みはその負担を軽減でき、持参薬の対応は、抗血小板薬等の術前休薬の確実性が

増す。加えて、 HISによる電子文書化と予約化は、さらに効率的で有効な運用が可能である。
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1.はじめに 
平成 30年度診療報酬改定 1)での重要なキーワードの一つ

は「働き方改革」であり、医療従事者の負担軽減を大きく評価

している。その中でも最初に挙げられている項目が、新設さ

れた「入院時支援加算」である。近年、平均在院日数の短縮

傾向が急激に進んでおり、その結果、入退院数が急増してい

る。特に外科系入院では入院直後に病院の多くのリソースを

集中的に活用、消費するため、入院直後に最も業務が集中

する。さらに、入院に必須となる書類、各種スクリーニング、入

院時ルーチン業務も入院直後に集中しており、これも診療報

酬改定のたびに増える傾向であるため、入退院数が増えれ

ば増えるほど業務密度は高くなり、医療従事者の負担は増え

る。2)入院時支援加算は、従来業務が集中する入院直後に

実施していた入院時業務を、可能な限り、外来部門にシフト

し、外来時点での前倒し実施することを評価したものであり、

入院時業務の実質的な削減により、病棟部門の負担軽減が

可能である。長崎大学病院ではいち早く、入院時業務の外来

での前倒し実施による効果を期待し、2009 年 10 月より、一般

的に入退院センターと呼ばれているメディカルサポートセンタ

ー（以下 MSC）を開設し業務負担軽減に貢献してきた。3)今

回の診療報酬改定で初めて設定された入院時支援加算であ

るが、MSC の通常業務でほぼ、算定できると判断したものの、

図１に示す算定要件の詳細を確認すると、現在の運用に対し、

若干の運用変更あるいは運用追加が必要であった。長崎大

学病院では、入院時支援加算を確実に算定するにあたって、

病院情報システムを有効に活用した運用を検討し一部運用

開始したので報告する。 

 

2.目的 
入院時支援加算を確実に算定する上で、病院情報システ

ムを最大限にいかした運用手順を策定し、その効果を評価す

る。 

 

 

 

① 身体的・社会的・精神的背景を含めた患者情報の把握 

② 褥瘡に関する危険因子の評価 

③ 栄養状態の評価 

④ 持参薬の確認 

⑤ 入院中に行われる治療・検査の説明 

⑥ 入院生活の説明 

⑦ 退院困難な要因の有無の評価 

図１ 入院時支援加算の算定要件 

表 1  ﾒﾃﾞｨｶﾙｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ（MSC）の業務内容 

業務内容 開始時期 

①入院説明 

 退院支援ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 

 肺血栓塞栓症予防ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 

 手術・麻酔説明 

2009 年 10 月 

②入院時ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ 2011 年 7 月 

③持参薬確認・入力 2011 年 7 月 

④患者プロファイル入力 2011 年 7 月 

⑤栄養ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞと栄養指導 2011 年 8 月 

⑥周術期口腔ケア 2012 年 5 月 

⑦看護師主導術前検査  2014 年 5 月 

3.方法 

3.1 MSCの業務内容 
大学病院の平均在院日数は、他の急性期病院より一般に

長いとされてきた。しかしながら DPC の導入と政府の在院日

数減少に向けた誘導により年々、減少している。長崎大学病

院においても、2004年度 25.1日だった平均在院日数が 2017

年度は 13.5日と 11.6日短縮している。その結果、新入院患者

数は 10,379 名が 19,337 人と 8,958 人増加しており、入院時

業務の多忙化は、急速に進んでいた。入院時業務は入院直

後に集中しており、新入院患者が増えるほど、業務量は増え

る。さらに、退院支援スクリーニングや脳血管塞栓スクリーニ

ングなど様々なスクリーニングが、診療報酬改定のたびに追

加されている点もそれを助長している。一方、2008 年当時、
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入院説明は各専門外来にて実施されており、長崎大学病院

は高層ビル型の建築構造であったため、専門外来は 13 階そ

れぞれ 13個所で行われていた。このため入院が予定されると、

各専門外来の看護師が説明する必要があり、結果的に 13 名

から 26 名の看護師が同時に入院説明を行っていた。このた

め入院説明を集中化、一元化することで効率化を図るセンタ

ーとして、MSC を設置した。（表１）従来までの各専門外来で

の説明は MSC での集中説明とし、現在では MSC に配属さ

れた MSC クラークと MSC 看護師により、全患者の入院説明

を担当している。その際、それまで看護師が説明してきた内

容のほとんどが、医療や看護の専門知識を必要としない内容

であったことが調査の結果判明したため、説明の主体を MSC

クラークとし、医療、看護に特化した内容をのみを MSC 看護

師が説明することで、説明内容の共通化と標準化に加え、こ

れまで不十分だった医療、看護に特化した説明をしっかりと

加え齲ことが可能となったことにより、入院説明の質を向上に

貢献できた。さらにMSCで実施すべき業務を検討する中で、

手術内容や麻酔内容の説明、患者用パスの説明等を始めた

が、脳血栓塞栓リスクスクリーニングをはじめ入院後に実施し

ている、質的管理のためのスクリーニングを前倒し、外来にて

実施することにより、入院業務の負担軽減と早期のリスク評価

に基づく介入が可能と考え、退院支援リスクスクリーニングも

含めた早期介入を開始した。なお、2011 年 7 月からは、それ

まで入院後各病棟にて実施していた、入院時オリエンテーシ

ョンについても、MSC での集中説明としての運用を開始して

いる。一方、今回の算定でも触れてある患者の持参薬確認に

ついては、それまで入院直後に医師や看護師が確認してい

た。このため入院時オリエンテーションの MSC での実施開始

と同時に、持参薬の確認業務も MSC が担当し、全患者を対

象に開始した。一方、看護師の入院時業務の中で最も所要

時間を要していたのは、入院時の看護プロファイル聴取、す

なわち看護病歴の聴取であった。これについても MSC 看護

師による前倒し聴取として開始した。なお、2014 年からは全

身麻酔症例に対し、それまで医師が実施していた術前検査

を、外来医師の包括的指示による看護師の代行オーダによ

る術前検査も始まっている。 

3.2 入院時支援加算の算定要件と病院情報シス
テムを使った運用支援 
入院支援加算の算定要件（図１）の中で MSC での現状業

務の中で要件を満たしていなかったのは、②の褥瘡に関する

危険因子の評価であったため、これまで MSC にてスクリーニ

ングを実施していた退院支援、栄養管理、脳血栓、塞栓リスク

スクリーニングに加え、褥瘡に関するスクリーニング項目を追

加した。また、図１の⑤「入院中に行われる治療・検査の説明」

について、通常医師が外来で説明しているので、新たに紙媒

体の「入院説明内容とメディカルサポートセンター依頼書」と

いう MSC 依頼シートを用意し、「入院中に行われる治療・検

査の説明」を実施したというチェックボックスと、それ以外にも

入院に向けての看護師、MSC、コメディカルに向けた指示が

できるよう、MSC 依頼シートに機能を盛り込んだ。一方、すで

に述べたように、全患者の持参薬確認はすでに実施していた

が、入院日オリエンテーション時、すなわち入院当日に行っ

ていた。しかしながら本要件では、外来での実施を求めてお

り、厚生労働省への疑義紹介に対しても「入院当日実施では

算定できない」との回答が示されていたので、これまでの入院

日ではなく、入院日前の外来管理中の別日に、患者に外来

を受診していただき、MSC にて持参薬を確認する運用の検 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 持参薬入力画面 

NEC MegaOak HR Refactor version 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 入力された持参薬の処方カレンダーへの自動反映 

 

討を行った。一方、MSC では全ての入院説明と全入院患者

の入院日オリエンテーションを実施していたため、同一時間

に患者が集中することことがたびたび発生し、その結果、待ち

時間が長くなってしまう点が課題であった。これに対し、病院

の方針として午後入院を推進するとともに、入院日オリエンテ

ーションの実施時間帯を分散させるため、入院日オリエンテ

ーションの完全予約制を実施していた。一方、入院説明は、

医師が入院を決めた時点で説明依頼が発生するため、日々、

入院日オリエンテーションのような患者集中と分散のコントロ

ールができず、入院説明についても完全予約化を検討して

いた。このため、今回の算定検討を契機に、入院説明も原則

当日説明はせず（どうしても当日希望する患者のみ対応）、持

参薬確認とともに完全予約化に移行する方針とした。一方、

MSCでの持参薬確認は、持参薬担当のクラークとMSC担当

薬剤師が協力して実施している。このため 2008 年の電子カ

ルテ導入時点より、持参薬担当クラーク、薬剤師、医師が業

務分担して、持参薬クラークによる薬剤名と持ち込み数の入

力、薬剤師による薬剤名の確認と用法の入力および院内採

用がない薬剤に対する同種同効薬の入力、医師による利用

する持参薬の確定と処方カレンダーへの反映が可能なよう持

参薬管理システムを開発していた。（図 2、3）4) 本システムを

本運用に沿って、入院前の外来における持参薬確認時点は、

薬剤名のみを入力し、持ち込み数を入力せず一時保存する

機能を追加し、入院当日に持参薬の変更の有無の確認と持

ち込み数を入力する運用へと変更した。なお、長崎大学病院

の病院情報システムはNEC社製MegaOak HRであり、処方、

注射に関しては長崎大学病院が2008年に開発し全国展開し

ている「リファクタバージョン」と呼ばれるシステムであり、今回

利用する持参薬管理システムは標準装備されている。 
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3.3 入院時支援加算に向けての運用の検討 
最も大きな変化は、入院説明が完全予約制に変更する点

である。このためそれまで、入院が決まればそのまま MSC に

誘導し入院説明を受ける運用から、まず、診療科受付に患者

を誘導し、診療科受付のクラークが、持参薬確認も同時に実

施する入院説明日を予約する運用とした。一方、抗凝固薬や

抗血小板薬の多くは、手術に影響する場合、1 週間以上の休

薬が必要であるため最低でも、入院予定日の 1 週間以上前

に入院説明日を設定する必要がある。しかしながら、長崎大

学病院での手術スケジュール確定の運用では、入院申込み

時点で入院日はおろか、手術日も決まっていないケースも少

なくない。最終的に手術日が決定されるのは、毎週水曜日で

あり、毎週水曜日に再来週の月曜から金曜日までの手術予

定を決定する運用である。入院申込時点での医師の入院予

定日は、日時指定以外に上旬、中旬、下旬で示されることが

多いため、これを機会に、上旬は毎月の 1~10 日、中旬は 11

日~20 日、下旬は 21 日~31 日と定義し、それぞれの初日、す

なわち上旬であれば 1 日、中旬であれｂ11 日、下旬であれば

21日を基準日として 1週間前に予定日を設定する運用とした。

なお、3.1 の MSC の業務内容で示した術前検査は、全全身

麻酔での手術を実施する１５専門診療部門中６診療科で対

応しているが、術前検査を実施しているケースでは全例外来

で、持参薬確認を実施しているため先行して 2018 年 7 月より

入院時支援加算を算定開始した。一方、本院では 2018 年 4

月より、術前日数短縮を目的として、術前日数を原則 1 日以

内とする運用を始めた。このため月曜手術の入院は原則日

曜となるため、この時点で負担のない日曜入院を目指し、負

担軽減支援を検討した。その際、医師から希望されたのは、

それまで制度化されていなかった、外来での Informed 

Consent 説明時の看護師の立ち合いであり、これを確実に実

行するために、看護部の協力を得て、日曜入院対象患者に

限り、看護師が医師の Informed Consent に立ち会う運用を義

務化した。一方、日曜入院であれば、入院日に MSC を経由

しないため、持参薬確認ができず、病棟の看護師あるいは医

師が実施しなければならない。この点の負担と問題視された

ため、これも日曜入院対象患者に限り、持参薬確認を外来時

点で実施する運用を先行して行っていた。 

3.4 持参薬確認完全予約化に向けたマンパワー
の確保 
３で述べた運用について、診療部門や関係する看護部門

に対し周知を行った。一方、外来クラークによる入院説明の

予約に関しては、もともと委託業務であったため委託業者と

交渉しプラスアルファの費用を上乗せし業務追加を行った。

外来クラークが予約日で迷わないよう、外来クラークに予約を

相談する前には必ず、外来担当の看護師が内容を確認し、

予定日を決定し MSC 依頼シートに入力する運用とし、予約

業務のスムーズ化を図った。 

 

4.結果 

4.1 病院情報システムでの対応 
本取組みに関し、病院情報システムで対応したのは、①本

システムの文書作成管理用の部門システムである富士フィル

ムメディカル社の Yagee にて「入院説明内容とメディカルサポ

ートセンター依頼書」（＝MS 依頼シート）の作成（図 4）、②入

院説明完全予約化に向け、新たな入院説明予約枠の確保お

よび本予約枠に対する外来クラークに対する予約権限の付 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 MSC 依頼シート 

 

与、③持参薬管理システムに対する途中保存機能の追加、

④外来患者誘導ディスプレイへの、患者説明運用に変更に

ついての表示インフォメーション追加である。 

4.2 入院時支援加算の算定開始 
入院時支援加算は入退院支援加算を算定していることが

前提で算定ができる。前回の改定で新設された退院支援加

算が今回入退院支援加算と名称を変え、要件の変更がなさ

れているが、入院時支援加算算定にあたり、昨年度の昨年度

の退院支援加算件数が見込みを下回って算定されていたた

め、その原因を明らかにし対応することで、本年度はほぼ見

込みどおりの件数が算定されていることを確認した。医師、外

来看護師への周知ののち、術前検査対象例と日曜入院例に

限り 2018 年 7 月より算定を開始した。その結果、同月の入院

時支援加算は 20 件の算定が得られた。 

4.3 入院時支援加算の算定後の課題 
今回の算定にあたり、新たに MSC 依頼シートを用意した。

できるだけ外来医の負担を少なくするべく、記載内容は最小

限にとどめたが、それでも外来医は、入院申込時、新たに本

シートの記載の業務が増えたことになるため、負担増に対す

る不満が寄せられた。また、運用開始直後の課題等に対し修

正が発生する可能性もあるため、現時点では紙媒体での運

用を開始したため、病院情報システム上に搭載することで、

患者属性情報等の自動入力の要望もあがった。これに対して

は運用が固定化次第、当院の病院情報システムの文書管理

システム「Yagee」にて対応予定である。一方、電子化しても入

院申込オーダの入力と別途電子文書を起動する必要がある

ため、入院申込オーダ時に MSC 依頼シートの自動起動、あ

るいは入院申込オーダ内での電子文書内容の対応の要望が
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みられたが、これはシステム改修を必要とするため次期システ

ム時点の対応を含め今後の課題とした。 

 

4.考察 
年々多忙化する入院診療の中で、いかに現場の医師や看

護師が疲弊せず、適切、適格な医療を提供できるかが重要

である。ここ 10 年を見る限り、平均在院日数は減少の一途を

たどっており、5 年後、10 年後にはおそらく欧米の先進国同

様 10 日未満に至るものと思われる。入院が必要な患者がい

る限り、早期退院が発生すれば早期に入院し、さらに早く退

院することで、結果的に新入院患者数は増え、業務はさらに

多忙化する。この傾向は高齢者の人口減少が明らかになる

2040 年頃までは、変わらないものと思われる。つまり、現状よ

りさらに業務が多忙化するということである。これに対し、限ら

れたリソースの中で、解決していくためには、生産性の向上し

かない。5）つまり、徹底した情報化はもちろんであるが、業務

の集中化、共通化による業務の合理化に加え、専門性をい

かした業務への専念と周辺業務の他職種シフト、そして残っ

た専門性の低い業務の積極的な医療クラークへのシフトであ

る。長崎大学病院は 2008年の電子カルテ初導入および新病

院開院を機に、生産性向上を強く意識して病院のシステムを

改善してきた。その一貫が 2009 年に導入した MSC である。

MSC による支援は業務効率化による負担軽減ばかりか、

個々の業務の適正化が進むため、業務の質も向上する。今

回の入院時支援加算への対応により、長年の懸案事項だっ

た、抗凝固薬や抗血小板薬が持参薬に含まれるケースでの

手術前の確実な休薬が実現できるものと思われる。また褥瘡

に関する早期スクリーニングが可能となった点も医療の質の

面では効果的と思われる。一方で、算定要件として予想して

いた早期リハビリ介入については、要件に挙げられていなか

った。早期離床、早期リハビリも良好な予後に向けて、極めて

重要な取り組みであり、これが要件でなかったことが残念であ

る。むろん、要件になくても取組みは可能であるが、どの部署

もマンパワー不足に悩む中、新たな業務追加は容易ではな

い。一方、今回の取組みで病院情報システムの機能追加は

ほとんど必要なかったが、それでも予約や、持参薬管理シス

テム、入院申込オーダ等、かかわっており、運用とうまく合致

した際の効果は大きいものと思われる。 
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